
コロナ特例の整理（リハビリ）

文書名 問番号

第１報 1(2)

居宅サービス

(2)避難所や避難先の家庭等において居宅サービ
スを提供した場合

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害にお
ける介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省
老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱い
の考え方を参考：
避難所や避難先の家庭 等で生活している要介護者及び要支援者に対
して居宅サービスを提供した場合においても、介護報酬の算定は可能
である。サービスの提供に当たっては、市町村、地域包括支援セン
ター、指定居宅介護支援事業所等との連携を図り、できる限りケアプラ
ンに沿って、必要な介護サービスを確保するよう努めること。

一部修正 2-(1)

第１報 2(3) 介護予防通所
リハビリテー
ション

(3) 介護予防通所リハビリテーション 具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害にお
ける介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省
老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱い
の考え方を参考：
(3) 介護予防通所リハビリテーション
今般の被災等により、介護予防通所リハビリテーションが休業し、利用
者に対して、介護予防サービス・支援計画に基づく適切な利用回数等の
サービスが提供できなかった場合には、当該利用者については、日割り
計算を行うこととする。
一方、休業の影響を受けず、適切な利用回数等のサービスを提供され
た利用者については、日割り計算は行わない。
日割り計算の方法は、月の総日数から、災害の影響により休業した期
間（定期休業日を含む。）を差し引いた日数分について請求することとす
る。
なお、介護予防通所リハビリテーションが燃料の調達が困難であったた
めに、送迎に支障が生じたことにより、適切な利用回数等のサービスが
提供できなかった場合も、同様の取扱いとする。

終了 3

第１報 2(4) 訪問リハビリ
テーション・通
所リハビリテー
ション

(4) 訪問リハビリテーション・通所リハビリテーション ・社会参加支援加算の算定要件について
今般の災害等やむを得ない事情により、新規利用者の受け入れ等を
行っ
た事業所については、社会参加支援加算の要件の算出の際、当該利用
者数等を除外して差し支えない。 一部修正 2-(1)

第１報 2(5) 通所介護
通所リハビリ
テーション

(5) 通所介護・通所リハビリテーション 具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害にお
ける介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省
老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱い
の考え方を参考：
・事業所評価加算の算定要件について
今般の災害等やむを得ない事情により新規利用者の受け入れ等を行っ
た事業所については、中重度者ケア体制加算の要件の算出の際、当該
利用者数等を除外して差し支えない。なお、通所介護の認知症加算に
ついても同様である。

一部修正 2-(1)

第１報 2(6) 介護予防通所
リハビリテー
ション
介護予防訪問
リハビリテー
ション
通所型サービ
ス（総合事業）

(6) 介護予防通所リハビリテーション ・介護予防訪
問リハビリテーション ・通所型サービス（総合事業）

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害にお
ける介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省
老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱い
の考え方を参考：
・事業所評価加算の算定要件について
今般の災害等やむを得ない事情により 、新規利用者の受け入れ等を
行った事業所については、事業所評価加算の基準の要件の算出の際、
当該利用者数等を除外して差し支えない。

一部修正 2-(1)

第２報 2

居宅サービス

2. 居宅で生活している利用者に対して、利用者か
らの連絡を受ける体制を整えた上で、居宅を訪問
し、個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限り
のサービスを提供した場合

算定方法（通所系サービスの場合）
提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分（通所系サービスの
報酬区分）を算定する。
ただし、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通
所リハであれば１時間未満）の場合は、それぞれのサービスの最短時
間の報酬区分（通所介護であれば２時間以上３時間未満、通所リハであ
れば１時間以上２時間未満の報酬区分）で算定する。
なお、当該利用者に通常提供しているサービスに対応し、１日に複数回
の訪問を行い、サービスを提供する場合には、それぞれのサービス提
供時間に応じた報酬区分を算定できるものとするが、１日に算定できる
報酬は居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に相当する報
酬を上限とし、その場合は、居宅介護サービス計画書に位置付けられた
提供時間に対応した報酬区分で算定する。
※ なお、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが
提供されていた場合に算定できていた加算・減算については、引き続
き、加算・減算を行うものとする。ただし、その他新型コロナウイルス感
染症の患者等への対応等により、一時的に算定基準を満たすことがで
きなくなる場合等については、「令和元年台風第19号に伴う災害におけ
る介護報酬等の取扱いについて」における取扱いに準じることに留意さ
れたい。

継続 1

第３報

1
介護予防通所
リハビリテー

ション

新型コロナウイルス感染症に伴い学校が休校等に
なることにより、一時的に人員基準等を満たせなく
なる場合、介護酬の減額を行わない等の柔軟な取
扱いは可能か。

可能である。

継続 1

サービス類型 質問 回答

文書名等 継続or一
部修正or

終了
No



第３報

2
介護予防通所
リハビリテー

ション

第２報の別紙１で示された取扱いは、介護予防通
所リハビリテーションにおいて、
サービス提供を行う場合も対象となるのか。

対象となる。

継続 1
第３報

3
介護予防通所
リハビリテー

ション

第２報で示された取扱は、都道府県等からの休業
の要請を受けて休業している場合における取扱い
として示されたが、感染拡大防止の観点から特に
必要と考えられる
ことから介護サービス事業所等が自主的に休業し
た場合も、同様の取扱いが可能か。

可能である。

一部修正 2-(1)

第３報

4
介護予防通所
リハビリテー

ション

介護予防通所リハビリテーション事業所が月途中
で休業し、その後介護予防通所リハビリテーション
のサービス提供が中断された場合の算定はどうす
るか。

介護予防通所リハビリテーションの月額報酬を日割りで、計算して算定
する。

一部修正 2-(1)

第３報

5
介護予防通所
リハビリテー

ション

介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を
行ったときの代替サービスとして、新規に異なる介
護予防訪問リハビリテーション事業所が、サービス
提供を行った場合の算定はどうなるのか。

介護予防訪問リハビリテーションの基本サービス費を算定する。

継続 1
第３報

6
介護予防通所
リハビリテー

ション

介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を
行ったときの代替サービスとして、既に計画上サー
ビス提供を行うこととされていた介護予防訪問リハ
ビリテーション事業所が、当初計画されていたサー
ビスに上乗せしてサービス提供した場合の算定は
どうなるのか。

代替サービス分を別途、介護予防訪問リハビリテーションとして算定可
能である

継続 1

第４報 1

通所

令和２年２月 24 日付事務連絡「新型コロナウイル
ス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等
の臨時的な取扱いについて（第２報）」で示された取
扱いは、都道府県等からの休業の要請を受けて休
業している場合に加えて、感染拡大防止の観点か
ら介護サービス事業所（デイサービス等）が自主的
に休業した場合も同様の取扱いを可能としている
が、同じく感染拡大防止の観点から、利用者の希
望に応じて、①通所サービスの事業所における
サービス提供と、②当該通所サービスの事業所の
職員による利用者の居宅への訪問によるサービス
提供の両方を行うこととし、これら①②のサービス
を適宜組み合わせて実施する場合も、同様の取扱
いが可能か。

可能である。

一部修正 2-(1)

第４報 2

通所

問１の取扱いが可能である場合、事業所における
サービス提供と居宅 への訪問によるサービス提供
を組み合わせて実施することにより、人員基準が満
たされなくなる場合も考えられるが、そのような場合
であっても、 減算を適用しなくとも差し支えないか。

差し支えない。 一部修正 2-(1)

第７報 2

（介護予防）通
所リハビリテー

ション

通所リハビリテーション事業所及び介護予防通所リ
ハビリテーションが、都道府県、保健所を設置する
市又は特別区（以下、「都道府県等」という。）から
の休業の要請を受けた場合、利用者等の意向を確
認した上で行う、その期間の初回に行う電話等によ
る居宅の療養環境等の確認について、介護報酬の
算定は可能か。

通所リハビリテーション事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、居
宅の療養環境、当日の外出の有無と外出先、希望するリハビリテーショ
ンサービスの提供内容や頻度等について、電話等により確認した場合、
あらかじめケアプランに位置付けた利用日について、初回のみ、相応の
介護報酬の算定が可能である。
介護予防通所リハビリテーション事業所についても同様に日割り計算上
の日にちに含める可能である。
なお、対応にあたっては、職員が自宅等から電話を行う等、柔軟に検討
するとともに、電話により確認した事項について、記録を残しておくこと。
具体的な算定方法については、第２報別紙１を参考にされたい。

終了 3

第７報 3

（介護予防）通
所リハビリテー

ション

問２の取扱いについて、通所リハビリテーション事
業所及び介護予防通所リハビリテーションが、都道
府県等からの休業の要請を受けていない場合にお
いても、感染拡大防止の観点から、利用者等の意
向を確認した上で初回に行う電話による居宅の療
養環境確認について、介護報酬の算定が可能か。

通所リハビリテーション事業所が、健康状態、居宅の療養環境、当日の
外出の有無と外出先、希望するリハビリテーションサービスの提供内容
や頻度等について、電話により確認した場合、あらかじめケアプランに
位置付けた利用日については、初回のみ、相応の介護報酬の算定が可
能である。
介護予防通所リハビリテーション事業所についても同様に日割り計算上
の日にちに含めることが可能である。なお、具体的な算定方法等は問２
の取扱いと同様である。

終了 3

第９報 1

通所介護
通所リハビリ
テーション

令和２年２月24 日付事務連絡「新型コロナウイルス
感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等
の臨時的な取扱いについて（第２報）」等で示された
取扱いは、通所系サービスにおいて、「居宅を訪問
し、個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限り
のサービスを提供した場合」に提供したサービス区
分に対応した報酬区分を算定できるが、この場合、
個別サービス計画と同様の内容のサービスを居宅
において提供した場合のみ報酬算定の対象となる
のか。

利用者への説明及び同意が前提であるが、通所に代えて居宅でサービ
スを提供する場合に、通所系サービス事業所において提供していた
サービス全てを提供することを求めるものではなく、事業所の職員がで
きる限りのサービスを提供した場合に算定することが可能である。

継続 1



第９報 2

通所介護
通所リハビリ
テーション

利用者及び職員への感染リスクを下げるため、指
定を受けたサービスの形態を維持しつつ、サービス
提供時間を可能な限り短くする工夫を行った結果、
サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２
時間未満、通所リハビリテーションであれば１時間
未満）となった場合でも、それぞれのサービスの最
も短い時間の報酬区分（通所介護であれば２時間
以上３時間未満、通所リハビリテーションであれば
１時間以上２時間未満）で算定することは可能か。

利用者への説明及び同意が前提であるが、利用者の生活環境・他の介
護サービスの提供状況を踏まえて最低限必要なサービス提供を行った
上で、その時間が最も時間の短い報酬区分で定められた時間を下回っ
たときは、当該最も短い時間の報酬区分で算定することは可能である。
なお、提供時間を短縮し、最低限必要なサービスを行った結果が、ケア
プランで定められたサービス提供時間を下回ったときは、実際に提供し
たサービス提供時間の区分に対応した報酬区分を算定する。

終了 3

第９報 3

通所介護
通所リハビリ
テーション

問２の取扱いは、休業となった事業所と異なる事業
所、公民館等の場所を使用して、指定を受けた
サービスに相当するサービスを提供した場合も、同
様か。

同様である。

終了 3

第９報 5

（介護予防）訪
問リハビリテー
ション、通所リ
ハビリテーショ

ン

訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーション
（介護予防も含む。）のリハビリテーションマネジメン
ト加算の算定要件のひとつである「定期的な会議の
開催」について、新型コロナウイルスの感染拡大防
止の観点から、電話、文書、メール、テレビ会議等
の対面を伴わない方法により開催することは可能
か。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、リハビリテー
ション会議の開催が難しい場合、参加が原則とされる本人や家族に対
し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止により当該会議の開催
が難しいことについて説明し、了解を得た上で、「リハビリテーションマネ
ジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画
書等の事務処理手順及び様式例の提示について（令和元年10 月28 日
老老発1028 第1 号）」のリハビリテーション会議で求められる項目につ
いて、電話、文書、メール、テレビ会議等を活用し、柔軟に対応すること
が可能である。

終了 3

第11報 1

訪問介護
通所介護

通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関
する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導
及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準の制
定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年
３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画
課長通知）第２の２（４）④において、「訪問介護は在
宅の要介護者の生活パターンに合わせて提供され
るべきであることから、単に１回の長時間の訪問介
護を複数回に区分して行うことは適切ではない。し
たがって、前回提供した指定訪問介護からおおむ
ね２時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた
場合には、それぞれの所要時間を合算するものと
する。」とあるが、新型コロナウイルス感染症による
影響により、利用者からの要望内容が多岐に渡る
ケースの増加や、通所系サービス事業所の休業又
は利用者の通所系サービス等の利用控えなどか
ら、訪問の頻度を増やす必要があることを理由に、
サービスとサービスとの間隔がおおむね２時間未
満となる場合、それぞれの所要時間を合算せず、
報酬を算定する取扱いが可能か。

可能である。 なお、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事
業所の人員基準等の 臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月
24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連
絡）別紙１の２により、通所サービスの事業所の職員による利用者の居
宅への訪問によるサービス提供を行うことを可能としているが、当該訪
問によるサービスからおおむね２時間未満の間隔で指定訪問介護、又
は当該訪問によるサービスが行われた場合であっても、それぞれの
サービスについて報酬を算定する

終了 3

第11報 3

通所介護
通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

通所系サービス事業所において、利用者の自主的
な利用控えがあった場合に、定員を超過しない範
囲で、他の休業している同一サービス事業所の利
用者を受け入れることは可能か。

事業所を変更する利用者の居宅サービス計画を変更した場合は、当該
利用者を受け入れることは可能である。
居宅サービス計画の変更に係る同意については、最終的には文書によ
る必要があるが、サービス提供までに説明を行い、同意を得ていれば、
文書はサービス提供後に得ることとしても差し支えない。
なお、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点につい
て（その２）」（令和２年４月７日厚生労働省老健局総務課認知症施策推
進室ほか事務連絡）に十分配慮の上、利用者を受け入れる事業所の運
営規程に定められている利用定員を超えて利用者を受け入れる場合で
あっても、新型コロナウイルス感染症の影響によりやむを得ないと認め
られるときは、「厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護
職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法」（平成 12 年厚
生労働省告示第 27 号）第 1 号に定める減算を適用しない等の柔軟な
取扱が可能である。

一部修正 2-(1)

第11報 6

通所リハビリ
テーション

新型コロナウイルス感染症に対する感染拡大防止
の観点から通所リハビリテーション事業所が休業し
た場合、退院・退所日又は認定日から３月以内とい
う要件に該当しない場合であっても、再開時点か
ら、短期集中個別リハビリテーション実施加算を算
定することは可能か。

可能である。この場合、サービス再開日を起算日とし、３月以内の算定
が可能である。
ただし、事業所の休業後に通所リハビリテーション事業所（休業に伴う通
所リハビリテーション事業所からの訪問サービスまたは別事業所・公民
館等での通所リハビリテーションを含む）又は訪問リハビリテーション事
業所による他のサービスが実施されていない利用者に限る。

一部修正 2-(1)



第12報 Ⅰ

通所介護
通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

なし １ 通所系サービス事業所が提供するサービスのうち、通所介護、地域
密着型通所介護及び認知症対応型通所介護においては、表 1の算定
方法により算定される回数について、通所リハビリテーションにおいて
は、表２の算定方法により算定される回数について、提供したサービス
時間の区分に対応した報酬区分の２区分上位の報酬区分を算定する取
扱いを可能とする。（例：提供したサービス時間の区分に対応した報酬
区分が２時間以上３時間未満である場合、４時間以上５時間未満の報
酬区分を算定。）
※ 訪問・電話によるサービス提供については、本取扱いの対象外（サー
ビス提供回数に訪問・電話によるサービスは含まない。）とする。
※ 利用者が複数の事業所を利用している場合は、各事業所において、
各サービス提供回数を算定基礎として算定を行う。
２ なお、通所系サービス事業所が１ヶ月の間に複数の報酬区分を算定
する場合には、サービス提供回数が最も多い報酬区分（同数の場合は
長い方の報酬区分）について、その算定方法に従って２区分上位の報
酬区分を算定すること。その際の算定にあたっては、サービス提供回数
全てを算定基礎として算定を行うこと。
３ また通所リハビリテーションにおいてリハビリテーション提供体制加算
を算定している場合、同加算は本特例により算定する基本報酬区分に
応じた算定とする。（例：提供したサービス時間が３時間以上４時間未満
の場合、同加算は１２単位算定するが、２区分上位の報酬区分に応じた
基本報酬を算定した場合、リハビリテーション提供体制加算は５時間以
上６時間未満の報酬区分に応じた 20 単位の算定となる。）。

終了 3

第13報 1 通所介護
通所リハビリ
テーション

短期入所生活
介護

短期入所療養
介護

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

令和２年６月１日付事務連絡「新型コロナウイルス
感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等
の臨時的な取扱いについて（第12 報）」（以下、「第
12 報」という。）において示された通所系サービス
事業所・短期入所系サービス事業所における介護
報酬の算定の取扱いについては、都道府県等から
の休業の要請を受けて休業した事業所や、利用
者・職員に感染者が発生した事業所、その他の利
用者数の制限や営業時間の短縮等の臨時的な営
業を行っている事業所のみに適用されるのか。

新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応を適切に評価する観点か
ら、上記事業所のみならず、感染防止対策を徹底してサービスを提供し
ている全ての通所系サービス事業所・短期入所系サービス事業所を対
象とすることが可能である。

終了 3

第13報 2 通所介護
通所リハビリ
テーション

短期入所生活
介護

短期入所療養

第12 報における取扱いについては、６月サービス
提供分より適用となるが、当該取扱いの適用の終
了日については、現時点で未定なのか。

貴見のとおり。なお、当該取扱いを適用し請求する場合においても、通
常の請求と同様、請求時効は２年である。

終了 3

第13報 3

通所介護
通所リハビリ
テーション

短期入所生活
介護

短期入所療養
介護

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

居宅介護支援

第12 報における取扱いを適用する際には利用者
への事前の同意が必要とされているが、
① サービス提供前に同意を得る必要があるのか。
② 利用者への同意取得は、当該取扱いによる介
護報酬の算定を行う事業所あるいは居宅介護支援
事業所のいずれにより行うのか。
③ 利用者の同意は書面（署名捺印）により行う必
要があるか。

① 同意については、サービス提供前に説明を行った上で得ることが望
ましいが、サービス提供前に同意を得ていない場合であっても、給付費
請求前までに同意を得られれば当該取扱いを適用して差し支えない。
（例えば、６月のサービス提供日が、８日・29 日である場合、同月の初回
サービス提供日である６月８日以前に同意を得る必要はない。）
② 当該取扱いによる介護報酬の算定を行う事業所、居宅介護支援事
業所のいずれにより同意取得を行っても差し支えなく、柔軟に対応され
たい。なお、当該取扱いを適用した場合でも区分支給限度額は変わらな
いことから、利用者への説明にあたっては、当該取扱いによる介護報酬
の算定を行う事業所と居宅介護支援事業所とが連携の上、他サービス
の給付状況を確認しておくこと。
③ 必ずしも書面（署名捺印）による同意確認を得る必要はなく、保険者
の判断により柔軟に取り扱われたいが、説明者の氏名、説明内容、説
明し同意を得た日時、同意した者の氏名について記録を残しておくこと。
また、当該取扱いを適用する場合には、居宅サービス計画（標準様式第
６表、第７表等）に係るサービス内容やサービスコード等の記載の見直
しが必要となるが、これらについては、サービス提供後に行っても差し支
えない

終了 3

第13報 4 通所介護
通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

第12 報による特例を適用した場合、事業所規模に
よる区分を決定するため、１月当たりの平均利用延
人員数を算定するにあたっては、第12 報における
取扱いの適用後の区分ではなく、実際に提供した
サービス時間の報酬区分に基づき行うのか。

貴見のとおり。

終了 3



第20報 1

通所介護
通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

介護予防認知
症対応型通所

介護

通所系サービス（通所介護、通所リハビリテーショ
ン、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護
及び介護予防認知症対応型通所介護。以下同
じ。）事業所内において新型コロナウイルスワクチ
ン接種を実施する場合、介護報酬等の取扱い等は
どのようになるか。

通所系サービス事業所内における予防接種等の取扱いについては、「介護保険サービスと保
険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて」（平成30年９月28 日付厚生労
働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名通知。以下「保険外サービス通知」という。）に
おいて、
・保険外サービスであること
・また、介護支援専門員が居宅サービス計画において当該保険外サービスに関する情報を記
載すること
等としている。
しかしながら、今般の新型コロナウイルスワクチンに関しては、
・重症化リスクの高い高齢者に迅速に実施する必要があること
・予防接種法上も、疾病のまん延予防上緊急の必要がある臨時接種として位置付けられてお
り、接種の努力義務や市町村長等による勧奨等の公的関与が求められる公益性の高いもの
であること
など、国として、死亡者や重症者をできる限り抑制し、国民の生命及び健康を守るために、ワ
クチン接種の実施体制を整えていく必要があり、また、
・通所系サービスの事業所内で実施する場合、多くの利用者が接種することが考えられ、当該
事業所の職員においても、接種前後の誘導や支援、見守り等多くの業務が発生することが考
えられること
から、以下のとおり、特例的に取扱うこととする。
①介護保険サービスとして提供されているものと取り扱うことができる場合
今般の新型コロナワクチンに係る予防接種に伴う事業所における業務は介護保険サービスと
して提供されているものとし、予め居宅サービス計画に位置付けられた提供時間内で介護報
酬を算定することとして差し支えない。
②必要な経費について、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金を財源
とする委託費が支払われている場合（保険外サービスとして提供されているものと取り扱う場
合）通所系サービス事業所が事業所内で新型コロナウイルスワクチン接種を実施するにあた
り、必要な経（※）について、市町村より、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国
庫補助金を財源とする委託費を受領している場合は、従来の取扱いのとおり、当該予防接種
に伴う事業所における業務は保険外サービスとして提供されているものとする。（通所系サー
ビスのサービス提供時間の算定に当たっては、通所系サービスの提供時間には保険外サー
ビスの提供時間を含めず、かつその前後に提供した通所系サービスの提供時間を合算し、１
回の通所系サービスの提供として取り扱う。）
この場合、保険外サービス通知に則った対応が必要となるが、特例的に、介護支援専門員が
居宅サービス計画において当該保険外サービスに関する情報を記載することは不要とする。
（※）必要な経費の例は、感染防止対策、会場借り上げ、会場設営・撤去費、会場の運営（誘
導員等）等。
（参考）新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業に関する詳細
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_notifications.html#003
なお、上記①②いずれの場合についても、通所系サービス事業所内において接種を実施する
場合は、医療法（昭和23 年法律第205 号）等の関係法規の遵守が必要であること等に引き続
き留意すること。

継続 1

第20報 2
通所介護

通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

介護予防認知
症対応型通所

介護

通所系サービス事業所内において新型コロナウイ
ルスワクチンに係る接種を実施する場合、利用者
の居宅と通所系サービス事業所との間の送迎に係
る費用については、どのように取り扱うべきか。

問１の①②いずれの場合についても、利用者の自宅と通所系サービス
事業所との間の送迎は介護保険サービスとして提供されているものと
し、介護報酬を算定することとして差し支えない（利用者の居宅と通所系
サービス事業所との送迎を行った場合は送迎減算を適用しないこととし
て差し支えない）。

継続 1

第20報 3

通所介護
通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

介護予防認知
症対応型通所

介護

通所系サービス事業所内において新型コロナウイ
ルスワクチンに係る接種を実施する場合、接種が
実施される日に通所系サービスを利用する予定が
ない利用者については、どのように取り扱うべき
か。

問１の①の場合については、介護支援専門員が、事前に当該利用者に
説明し同意を得た上で、予め居宅サービス計画に予防接種を位置付け
れば、当該利用者に係る予防接種に伴う事業所における業務につい
て、介護保険サービスとして提供されているものとして差し支えない。
このため、予防接種に伴う事業所における業務は、所要の提供時間に
対応する介護報酬を算定することとして差し支えない。その際、通所介
護、地域密着型通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護につ
いてサービス提供時間が３時間未満となった場合でも、「指定居宅サー
ビスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成12 年２月10 日厚生
省告示第19 号）の別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の６の
注２等による「所要時間２時間以上３時間未満の指定通所介護を行った
場合」に該当するものとして取り扱うこととして差し支えない。通所リハビ
リテーションについても同様に、サービス提供時間が１時間未満となった
場合でも、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」
（平成12 年２月10 日厚生省告示第19 号）の別表指定居宅サービス介
護給付費単位数表の７の「所要時間１時間以上２時間未満の場合」に該
当するものとして取り扱うこととして差し支えない。
　また、送迎についても、問２で示しているとおり、利用者の自宅と通所
系サービス事業所との間の送迎は介護保険サービスとして提供されて
いるものとし、介護報酬を算定することとして差し支えない（利用者の居
宅と通所系サービス事業所との送迎を行った場合は送迎減算を適用し
ないこととして差し支えない）。
　問１の②の場合については、当該利用者に係る予防接種に伴う事業
所における業務について、保険外サービスとして提供されているものと
する。
　なお、この場合、当該利用者の送迎については、接種が実施される日
において介護報酬算定が行われないことから、同様に保険外サービス
として提供されているものとする。
　また、問１で示しているとおり、保険外サービス通知に則った対応が必
要となるが、特例的に、介護支援専門員が居宅サービス計画において
当該保険外サービスに関する情報を記載することは不要である。

継続 1



第20報 4

通所介護
通所リハビリ
テーション

地域密着型通
所介護

認知症対応型
通所介護

介護予防認知
症対応型通所

介護

通所系サービス事業所が、サービス提供中に、そ
の保有する車両を利用して、事業所から新型コロナ
ウイルスワクチンの接種会場まで利用者の送迎を
行う場合、介護報酬等の取扱い等はどのようにな
るか。

通所系サービス事業所が、サービス提供中に、その保有する車両を利
用して、通所系サービス事業所と接種会場間の送迎を行う場合、従来
の取扱いのとおり、保険外サービスとして提供されているものとする。こ
の場合、保険外サービス通知に則った対応が必要となるが、特例的に、
介護支援専門員が居宅サービス計画において当該保険外サービスに
関する情報を記載することは不要である。
　一部の職員が当該送迎の業務に従事する際の事業所内の人員配置
基準については、今般の新型コロナウイルスワクチン接種の緊急性及
び公益性の高さに鑑み、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービ
ス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月17
日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）
等に基づき、柔軟に対応して差し支えない。
　なお、当該送迎について利用者から対価を得ていない場合（当該送迎
について利用者から対価を得ていないが、新型コロナウイルスワクチン
接種の実施主体である市町村より送迎の委託を受け、新型コロナウイ
ルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金を財源とする委託費を受
領している場合も含む。）については、道路運送法に基づく許可・登録は
不要である。
　上記の内容については、国土交通省自動車局と協議済みであることを
申し添える。

継続 1

第27報 1

通所系サービ
ス

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事
業所の人員基準等の臨 時的な取扱いについて（第
２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局 総
務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）及び
「新型コロナウイルス感染症 に係る介護サービス
事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて
（第９ 報）」（令和２年４月 15 日付厚生労働省老健
局総務課認知症施策推進室ほか 連名事務連絡）
等において、通所系サービス事業所が居宅を訪問
しできる限りのサービスを提供した場合及びサービ
ス提供時間を可能な限り短くする工夫を行う場合の
報酬の取扱いとして実際のサービス提供時間の区
分に対応した 報酬区分で算定する等が示されてい
るが、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成
24 年法律第 31 号）によりまん延防止等重点措置
等の措置を実施すべきとされた区域において、感
染防止対策を更に徹底しながら必要な介護サービ
スを継続するという観点から、どのような介護報酬
の算定が可能か。

新型インフルエンザ等対策特別措置法によりまん延防止等重点措置等
の措置を 実施すべきとされた区域については、感染防止対策を更に徹
底しながら（※）必要 な介護サービスを継続するという観点から、 ①訪
問サービスへの切替 及び ②通所サービスの提供時間短縮における報
酬の取扱いとして、居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間の
半分以上の時間をサービス提供した場合等に、それに対応した報酬区
分を算定す ることができる。 （※）感染防止対策の更なる徹底としては、
「介護現場における感染対策の手引き」
（https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000814179.pdf）
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